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１研究の背景及び目的

京都議定書や気候変動枠組条約締約国会議(COP）

等の地球温暖化防止に関わる国際的な議論の中でも，

温室効果ガスの吸収源対策として都市緑化が位置づ

けられることとなり，我が国で策定された地球温暖

化防止推進大綱'）においては，京都議定書で取り決

められた削減量である二酸化炭素（以降，CO2）排

出量６％（1990年排出比）削減の目標に対し，その

内0.33％（全排出量の0,02％）のCO2排出量の削減

分を都市緑化によるCO2固定に期待している。

一方で，国際的な議論2)や我が国の地球温暖化防

止推進大綱'）においても指摘されているように，都

市緑地のCO2固定量に関する妥当な推定法や推定の

際に必要となる原単位等が明らかになっていない現

状において，これらを明らかにすべ<都市緑地の

CO2固定効果に関する研究3)4)などが求められている。

他方で，我が国の建設関連からのＣＯ２排出量は全

体の約１/３を占める状況の中，建築分野においては，

次世代省エネルギー基準の設定，建築物のLCCO2

の検討･等の，「建築物」を中心とした地球温暖化対策

を進めてきたが，近年では，例えば，ＣＡＳBEE等の

総合環境Ｉ性能評価において「敷地内外部空間」の環

境品質・性能が位置づけられたように，「建築物」の

みならず「敷地内外部空間」も含めた環境対応，地

球温暖化対策が求められる状況となってきている。

このような状況のもと，戸建て住宅地における樹

木のCO2固定効果について検討することは，都市緑

地のCO2固定効果に関する研究蓄積に寄与するだけ

でなく，住宅地を対象とした総合環境性能評価や

LCCO2の検討に際して，「敷地内外部空間」のＣＯ２

固定能を位置づけることにも寄与すると考えられる。

そこで本研究では，積雪寒冷地における戸建て住

宅地を対象として，その樹木分布特性を明らかにす

ること，それに基づきCO2固定量を明確にすること，

等を目的とした。

なお，本研究では，積雪寒冷地の住宅地を対象と

したが，理想的には，多様な気候，植生や住宅地の

特性を鑑み，様々なタイプの住宅地を対象とした網

羅的な研究が求められる。一方，積雪寒冷地におい

ては，住宅地に植栽される樹種や樹木の成長が他地

域とは異なること，戸建て住宅地の植栽形態につい

ても，雪置きスペースを配慮する等の他地域とは異

なる敷地内外部空間の特性を有することから，他地

域とは異なる独自のCO2固定効果が想定され，本研

究の結果は，前述したような網羅的な研究の端を

構成できるものと考えられる。
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収固定したCO2を大気中に放出しないで今までにど

れだけ樹木体内に貯留してきたかという意味でのス

トック効果と，樹木の成長に伴って年間にどれだけ

CO2を固定できるかという成長効果とに大別される

5)。本研究においても，ストック効果を評価する「累

積ＣＯ２固定量」と成長効果を評価する「年間ＣＯ２

固定量」の２つのCO2固定量を評価の対象とするこ

ととした。

(1)累積ＣＯ２固定量の推定

都市緑地のCO2固定量の推定において基礎となる

のは，緑地内の個々の樹木（：立木）の累積CO2固

定量である。これを積み上げることによって，各緑

地全体の累積CO2固定量を算出することができる5)。

本研究では，以下のような立木の累積CO2固定量

の推定法を用いることとした。

まず，７４戸の調査対.象住宅の庭に植栽された樹木

（以下，調査対象樹木）の測定．調査を行った。測

定・調査項目は，胸高直径，樹高及び樹種であり，

測器として，胸高直径については巻き尺を’樹高に

ついては,、シュピーゲルレラスコープ（オーストリ

ア製）を用いた。調査対象樹木となった樹木本数は

1,407本（胸高直径1.2ｍに満たない樹種及び胸高直

径２ｃｍ以下の樹木は除外した）となった。

次に，幹及び根性'）の材積量を推定した。具体的

には，樹木の測定・調査で得られた各調査対象樹木

の胸高直径及び樹高のデータを，林野庁の立木材積

表6)に当てはめ，幹材積量（単位：ｍ３）を推定した。

また，幹と根の材積比に関する文献７)8)から幹：根

＝１０：２として，幹材積量に1.2を乗じて幹及び根

材積量（単位：ｍ３）を算出した。

さらに，各調査対象樹木の幹及び根の材積量（単

位：ｍ３）に生木の材積量と乾燥重量の比（容積密度

数（単位:kg/m3)）を乗じて乾燥重量（単位：ｋg）を

算出し，得られた乾燥重量に０．５を乗じてili2)炭素換

算注3)した累積ＣＯ２固定量(単位:kg-C)を推定した。

実際に用いた容積密度数は，既往文献９)にある我

が国の主要樹種別の容積密度数のデータを活用した

（表１）注4)。

(2)年間ＣＯ２固定量の推定

都市緑地の年間ＣＯ２固定量は，ｎ年時の累積ＣＯ２

２研究の方法

２１調査対象住宅の選定

本研究では，緑化のためのスペース確保が可能で

ある一定程度の敷地面積を有する住宅であること，

現状において比較的緑化されている状況にあること

等を条件に,札幌市清田区平岡公園東にある７４戸を

調査対象住宅として選定した。調査対象住宅の立地

する清田区の一部は，緑化重点地区に指定され民有

地の緑化も推進している。特に平岡公園東地区は，

第１低層住居専用地域であり地区計画も行われてい

る新興住宅地である。

2.2調査対象住宅の敷地条件等の把握

調査対象住宅の敷地条件等を把握するために，現

地調査及びアンケート調査を実施した｡調査内容は，

敷地面積，建築面積，空地面積，居住者特性（人数，

居住年数）等である。

２３調査対象住宅の樹木分布特性の把握とＣＯ２固

定量の推定

都市緑地のCO2固定量の評価には，これまでに吸

表１本研究で用いた容積密度数及び平均年輪幅9)'0)i'）
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固定量と，累積CO2固定量の算出のためのパラメー

タ（胸高直径，樹高等）の年間成長量分を反映した

（､+I）年の累積CO2固定量との差分を算出するこ

とで把握が可能となる５)。本研究においては，既往

文献5)の平均年輪幅のデータを参考として年間ＣＯ，

固定量を推定することとした注5)。

具体的には，まず，各調査対象樹木について，調

査時の胸高直径に調査後１年経過ごとに平均年輪幅

（表１）の２倍の値を加えることで，調査後１年後

～調査後３１年後注6)各年の胸高直径を予測した。実

際に用いた平均年輪幅は，既往文献９)にある我が国

の主要樹種別の平均年輪幅のデータを活用した眺4)。

次に，全調査対象樹木の調査時の胸高直径と幹及

び根の材積量との関係式を作成し，その関係式に調

査後１年後～調査後３’年後各年の胸高直径データ

の予測値を代入することで，各年の幹及び根の材積

量を推定した。

さらに,推定された各年の幹及び根の材積量から，

前述した累積CO2固定量の推定方法にもとづき各年

の累積CO2固定量を推定した。

そして，ｎ年時の累積CO2固定量と（､+l）年の累

積CO2固定量との差分を算出し,調査時～調査後３０

年後各年の年間ＣＯ２固定量を算出した。

このように得られた調査対象樹木のCO2固定量に

ついて，各戸ごとに積算し，敷地面積等で除すこと

で，各調査対象住宅の各戸当たり，敷地面積1㎡当

たり，及び空地面積１㎡当たりの累積及び年間の

CO2固定量について推定した。

2.4調査対象住宅における住民の緑化等に関する

意識の把握

住民の緑化意向等に関する意識を把握するために

アンケート調査を実施した。調査内容は，住民の属

性，庭の現況，緑化の意向，環境問題への意識等に

関する質問である。実際には，現地調査と同時に実

施した。

平均３．３人，居住年数１０１年，１５年，敷地面積245.4

㎡，369.8㎡，空地面積141.6㎡，248.6㎡，建蔽率

39％，５７％となった。

3.2調査対象住宅の樹木分布特性

調査対象住宅の樹木分布特性をみると，表３に示

すとおり，各戸当たりの樹木本数は，平均１９本，最

大６３本，敷地面積１㎡当たりの樹木本数は，平均

表２調査対象住宅の敷地条件等の特性
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0.08本/㎡，最大０．２２本/㎡，空地面積１㎡当たりの

樹木本数は，平均０．１４本/㎡，最大０．３９本/㎡となっ

た。また，航空写真にもとづき緑被地面積を計測し

た結果，各戸の敷地面積当たりの樹木被覆地率は，

平均１７％，最大３９％，空地面積当たりの樹木被覆地

率は，平均３１％，最大６０％となった。

次に，敷地面積と樹木本数との関連性を検討した

結果，図１に示すとおり，敷地面積の拡大による樹

木本数の増加傾向は殆ど認められなかった注6)。

さらに，空地面積と樹木本数との関連性を検討し

た結果，図２に示すとおり，敷地面積同様，空地面

積の拡大による樹木本数の増加傾向は殆ど認められ

なかった注6)。

3.3調査対象樹木の形状等の特性とＣＯ２固定量

(1)調査対象樹木の形状等の特性

調査対象樹木となった1,407本の樹木の形状等の

特性について以下に示す。

まず，調査対象樹木の樹種のうち割合の大きくな

った樹種１０位までを抽出した結果,表４に示すとお

り，調査対象樹木のうち，構成割合が大きくなった

樹種は，ヒノキ(22％)，イチイ（17％)，モミジ(15％）

となった。

次に，調査対象樹木の胸高直径と樹高の散布図を

作成した結果，図３に示すとおり，調査時における

胸高直径は，１０ｃｍ以下の樹木が殆どであること，最

大でも２０ｃｍ程度であること,樹高は５ｍ以下が殆ど

であり，最大で９ｍ程度であること，胸高直径が大

きいほど樹高が高くなる傾向が多少認められるが，

ばらつきも大きいこと等が把握された。

(2)調査対象樹木のＣＯ２固定量の推定

調査対象樹木の調査時の１本当たりの累積CO2固

定量の推定値と胸高直径との関連性を検討した結果，

図４に示すとおり，調査時の1本当たりの累積ＣＯ２

固定量は平均1.63kg-C/本，最大で27.03ｋｇC/本とな

ること，胸高直径が大きいほど１本当たりの累積

CO2固定量は大きくなる傾向にあること等が把握さ

れた。

次に，研究の方法に記したプロセスにもとづき，

以下に調査対象樹木の年間ＣＯ２固定量を推定した。

まず，調査対象樹木の胸高直径の推移（調査後３０

年まで）を既往文献の平均年輪幅にもとづいて予測

した結果,図５に示すとおり，調査時に胸高直径5ｃｍ

以下の樹一木が約５０％を占めている状況から，１０年後

には,５～10ｃｍの樹木が60％程度,20年後には,]０ｃｍ

以上が約５０％,３０年後には１０ｃｍ以上が約７０％程度

となることが予測された。

次に，全調査対象樹木の調査時の胸高直径と幹及

び根の材積量との関係式を作成した結果，図６に示

すような累乗の関係式（決定係数：0.875）を得るこ

とが出来た。

得られた関係式と調査後１年後～調査後３１年後

各年の胸高直径データの予測値にもとづき推定した

調査対象樹木の累積CO2固定量の分布の推移を検討

した結果，図７に示すとおり，調査時には，累積ＣＯ２

固定量が５kg-C/本以下の樹木が９５％であるが，調査

後１０年後においては，Skg-C/本以下の樹木は，約

80％，２０年後には，約６０％と減少し，３０年後には

5kg_C/本以上の樹木が半数以上を占めることが把握

された。

また，調査対象樹木の累積CO2固定量から，年間

表４調査対象樹木の樹種特性
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CO2固定量を推定した結果，図８に示すとおり，調

査時においては，年間CO2固定量が０２kg~C/本以下

の樹木が約９０％を占めるが，年数が経過するととも

に全体的に固定量は増加傾向を示し，３０年後には

0.2kg-C/本以上の樹.木が半数以上を占めることが把

握された。

3.4調査対象住宅のＣＯ２固定量

(1)調査対象住宅の累積ＣＯ２固定量

調査対象住宅における各種の累積CO2固定量を推

定した結果を以下に示す。

まず，調査対象住宅における１戸当たりの累積

CO2固定量の推移をみると，図９に示すとおり’調

３０１

二一議…｜…一一一……
２５１

査時は，平均２９kg-C/戸，最大l03kg-C/戸程度であ

ること，調査後３０年まで増加傾向を示し，調査後

３０年後には，平均l69kg-C/戸，最大871kg‐C/戸とな

ること等が把握された。

次に，調査対象住宅における敷地面積１㎡当たり

の累積CO2固定量の推移をみると，図１０に示すと

おり，調査時は，平均0.11ｋｇC/㎡，最大0.33kg-C／

㎡程度であること,調査後３０年まで増加傾向を示し，

調査後３０年後には,平均0.67kg‐C/㎡,最大2.78ｋｇC／

㎡となること等が把握された。

さらに，調査対象住宅の空地面積１㎡当たりの累

積CO2固定量の推移をみると，図１１に示すとおり，

調査時は，平均0.20ｋｇC/㎡，最大0.64kg-C/㎡程度

であること，調査後３０年まで増加傾向を示し，調査

後３０年後には，平均1.18kg-C/㎡，最大4,25kg-C/㎡

となること等が把握された。

(2)調査対象住宅の年間Ｃ○2固定量

調査対象住宅における各種の年間CO2固定量を推

定した結果を以下に示す。

まず，調査対象住宅における１戸当たりの年間

CO2固定量の推移をみると，図１２に示すとおり，調

査時は，平均2.3kg‐C/戸・年，最大7.1kg-C/戸・年

程度であること，調査後３０年まで増加傾向を示し，

調査後３０年後には，平均7.5kg-C/戸・年，最大

53.1kg-C/戸・年となること等が把握された。
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及び根の材積式を利用)で推定した値である

図７調査対象樹木の累積CO2固定呈の分布の推移
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3.5調査対象住宅の敷地条件及び樹木分布特性と

各種のＣＯ２固定量との関連性

調査対象住宅の敷地条件及び樹木分布特性と各種

のCO2固定量との関連性を検討するため，各調査対

象住宅の敷地条件及び樹木分布特性に関わる数値と

推定された各種のＣＯ２固定量（便宜的に３０年後）

間の単相関分析を行った。その結果，表４に示すと

おり，すべてのCO2固定量と比較的強い正の相関(相

関係数０．６以上）が認められたのは，樹木本数であ

ること，敷地面積及び空地面積１㎡当たりの樹木本

数についても，多くのCO2固定量との間で高い正の

相関が認められること，樹木被覆地面積及び樹木被
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’
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図１１空地面積１㎡当たりの累積CO2固定量の推移

次に，調査対象住宅における敷地面積1㎡当たり

の年間CO2固定量の推移をみると，図’３に示すと

おり，調査時は，平均0.0O9kg-C/㎡・年，最大

0.027kg-C/㎡・年程度であること，調査後３０年まで

増加傾向を示し,調査後30年後には,平均0.029kg-C／

㎡・年，最大０.l69kg-C/㎡・年となること等が把握

された。

さらに，調査対象住宅の空地面積１㎡当たりの年

間CO2固定量の推移をみると，図’４に示すとおり，

調査時は，平均0.016kg_C/㎡・年，最大0.040kg-C／

㎡，年程度であること，調査後３０年まで増加傾向を

示し，調査後３０年後には，平均0.052kg-C/㎡・年，

最大0.259kg-C/㎡・年となること等が把握された。
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表５調査対象地における敷地条件及び樹木分布特性と各種のCO2固定量との関連性(単相関分析）

識…|…|繕|瀧鵜鶴|鴬'１鴬課｜篇
延床

面積

１戸当たり果禎ＣＯ２回~定~童
０，４０*＊0.200.35**0.39**-0.13

--T謹志総鳥麺楚量一一
0.0010.73＊＊’0.65*＊ｉ0.57*＊’0.56*＊’０‘50*＊ ０．４５ヰヰ

…積,而豊溺誌で…誌一一|-竺二|一望？竺岬－０｣,
０．０１１０’62*＊054*＊10.46*＊’0.46*＊10.39*＊ ０．３４＊*

空地壷積１㎡当たり年間CO2固定量

暫蕊蝋:震－－毒-,#卜胃洲（30年後）

（30年後）

U,０４１０．７６*＊’0.74＊＊’0.67*＊’0.54＊＊’0.55*牛 ０．５３＊＊

０．２３＊

０．４１＊＊

ｌ
ｒ
‐

０．５７本*

１０２０１０，８
（30年後）

※無相関の検定.:５%有意，**:1%有意

と，３０年後の空地面積１㎡当たりの年間CO2固定量

は，平均0.052kg_C/㎡・年（：520ｋｇC/ｈａ・年)，最

大0.259kg_C/㎡・年（：2,590kg-C/ｈａ・年）となるこ

と等が把握された。

ここで，これらのCO2固定量の値がどの程度の効

果であるかを把握するために，各戸の年間CO2排出

量及び都市公園の樹木のCO2固定量の既往研究の結

果の値と比較する。

まず，，戸当たりの年間CO2排出量'2）と３０年後

の1戸当たりの年間CO2固定量との関連性を検討.す

ると，各戸で１年間に排出されるＣＯ'の量は，

1,387kg-C/戸・年程度であるから，３０年後の１戸当

たりの年間CO2固定量と比較すると，平均054％，

最大3.8％程度を敷地内外部空間の樹木が固定する

可能性があることが示唆された。

次に，都市公園（住区基幹公園）の既存調査結果

3)と各種の面積当たりの年間CO2固定量との関連性

について検討すると，都市公園は，平均1,029kg/ｈａ・

年3)であるから，各種の面積当たりの年間CO2固定

量と比較すると,敷地面積１㎡当たりでは,平均２８％，

最高164％程度,空地面積１㎡当たりでは,平均５１％’

最大255％となり，植栽の状況によっては都市公園

並のCO2固定量が期待できることが把握された。

調査対象住宅の敷地条件及び樹木分布特性と各種

のCO2固定量との関連性を検討した結果，主に樹木

本数，各種面積当たり樹木本数が各種のＣＯ２固定量

との関連性が強いことが把握された。一方で，敷地

面積や空地面積との関連性は殆ど認められなかった。

これは，樹木本数や各種面積当たり樹木本数は，敷

地面積や空地面積との関連性が認められないためと

考えられる。このことは，研究対･象住宅が比較的敷

地面積や空地面積が大きいことから，一定程度の植

0．１２１０．０７ ０．４６本＊

４ま とめ

以下に本研究で得られた主な結果を整理するとと

もに,これまでの関連既往研究等を踏まえ考察する。

まず，調査対象住宅の敷地条件及び樹木分布特性

をみると，各々の要素の平均及び最大は，居住年数

１０．１年，１５．０年，敷地面積２４５㎡，３７０㎡，空地面

積142㎡，２４９㎡，樹木本数１９本/戸，６３本/戸等と

なること，敷地面積や空地面積と樹木本数との間に

は強い関連性は認められないこと等が把握された。

次に，調査対象樹木の各種のCO2固定量の推移を

推定した結果，累積CO2固定量については，調査時

においては５ｋｇC/本以下の樹木が殆ど（95％）であ

る（平均1.63kg-C/本）であること，調査後３０年後

には，Skg-C/本以上の樹木が半数以上を占めること，

年間ＣＯ２固定量については，年間ＣＯ２固定量が

0.2kg-C/本・年以下の樹木が約９０％を占めるが，年

数が経過するとともに全体的に固定量は増加傾向を

示し，３０年後には0.2kg-C/本・年以上の樹木が半数

以上を占めること等が把握された。

さらに，調査対象住宅の各種のCO2固定量の推移

をみると，年数が経過するごとに増加傾向にあるこ

と，３０年後の１戸当たりの年間CO2固定量は，平均

7.5kg-C/戸・年，最大53.1kg-C/戸・年程度となるこ

と，３０年後の敷地面積1㎡当たりの年間CO2固定量

は，平均0.029kg-C/㎡・年（：290kg-C/ｈａ・年)，最

大0.169kg-C/㎡・年（：1,690ｋｇC/ｈａ・年）となるこ

のＣＯ２固定量と関連性があること，一方で，敷地面

積,空地面積等の敷地条件とCO2固定量との間には，

無相関の検定の結果では1％有意，５％有意の関連性

も認められたが，前述した樹木分布特性と比較する

と強い関連性は認められないこと等が把握された｡
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栽スペースが確保出来るため，狭小さによる樹木の

植栽の制限より，むしろ各戸の住民の緑化への積極

性等の影響が大きいことによると推察される。

ここで，本研究では詳細な検討･は割愛するが，ア

ンケートによる住民の緑化等の意識調査の結果から

も，庭に対する維持管理（手間がかかる）に対して

特に問題視していること(47％)が把握されており，

樹木の本数の増加に伴う維持管理の負担増が，一概

に敷地面積が広いと樹木本数が多くなるという関係

とならない理由の一つとして想定される。

実際，現状以上のCO2固定量を求めるには，この

ような問題をクリアしつつ，各住宅においてこれま

で以上の樹木を植栽することが大きな課題となるが，

新しい樹木を植える場所があると回答した住宅が

41％あること，新規にさらに植栽しても構わないと

答えた住宅が２２％程度あることが把握されており，

このような住宅に関しては現状以上の樹木本数の増

加によるＣＯ２固定量の増加の可能性も考えられる。

注釈

注l）特に幹及び根に限定したのは，これらが樹木の

主要部‘位であること，特に幹部の材積量の推定はそ

の他の部位に比べ容易であること，枝は特に萌定等

の影響を受けやすいこと等による。

注2）植物体を構成する成分の多くがセルロース等

の多糖類(nC6HIoO5)である。光合成の反応式より，

固定されるCO2(分子量:44)と生成されるセルロース
（分子量:'62）の質量比は次式のように算出される。

ｎ６ＣＯ２ｍＣ６ＨＩｏＯ５＝、６×４４：、162=44:２７

また，CO2を構成するＣＯ?はＣとCO2との間の質
量比Ｃ：ＣＯ7＝１２：４４で表される。したがって，乾

燥重量×（44/27）×（12/44）＝乾燥重量×12/２７が炭

素換算したCO2固定量となる。

ただし，本研究においては，一般的な乾燥重量×0.5

を用いてCO2固定量を算出することとした。

注3）炭素換算とは，炭素Ｃと酸素０２の質量比１２:３２

を用いて，CO2の重量を換算した炭素のみの重量で
ある。

注4）（容積密度数，平均年輪幅とも）具体的には，

同じ科の樹種のデータがある場合は，同じ科のデー
タ（同じ科の樹種のデータが複数ある場合はその科

の樹種のデータの平均値）を，同様の樹種，科がな

い場合は，落葉樹・常緑樹別の広様樹…針葉樹に分
類し，同データの落葉樹・常緑樹別の広様樹・針葉

樹の平均値を適応した。

注5）樹木の成長は，樹種，気候，土壌及び樹齢等の

条件に大きく影響する一方で，樹幹解析の研究事例
は少ない状況にあり，条件が異なる年輪幅等のデー
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タを用いた場合，その推定結果の信頼性は低い可能

性が高いとの指摘がある５)。一方で，本研究で対象

としたような戸建て住宅地の庭の樹木のように，植

栽後の年数が不明確である場合や，将来的なCO2固

定量を推定したい場合，多くの樹木を対象とする場

合には，既往の年輪幅等のデータ等を用いる他に方

法はなく，本研究においてもこのような方法を用い

ることとした。

注6）一般的に，一定齢級以上の樹木，樹林等につい

ての地上部現存量の増加は収束し０に近づくこと等’

樹齢により年間二酸化固定量は変化することが知ら

れているが，都市公園を対象とした研究３)における

年間ＣＯﾌ固定量は，植栽後42.75年においても大き

な変化(収束傾向等）は認められていない。そこで，

調査対象住宅における居住年数の最大は，１５年であ

ることを踏まえ，本研究では，調査後３０年後までの

年間CO2固定量（累積CO2固定量については３１年

後）を推定することとした。

注7）敷地面積及び空地面積と樹木本数との単相関

分析を行った結果，敷地面積と樹木本数間の相関係

数は，０．３０（無相関の検定：有意水準１％)，空地面

積と樹木本数間の相関係数は，０．２９（無相関の検定：

有意水準５％）となり，弱いながら正の相関関係が

認められた。
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